
様式第二十五号の十四（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。
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令和　3　年　6　月　1　日　　　　　　　　

地方整備局長
北海道開発局長

さいたま市浦和区高砂３－１５－１
　　　　県庁建設工業　株式会社
　　代表取締役　　埼玉　太郎

埼玉県知事 殿
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許可番号が変更になった場合にのみ記入

（許可更新で番号の変更がない場合は空欄とする）

企業の単独決算の資本金額（出資総額）を記入

（Ｙを単独決算で受審した場合は、「経営状況分析結果通知書」

の「資本金」と同額）

（Ｙを連結決算で受審している場合は、別記様式第15号の資本金

の額となる）

※申請者が個人の場合は空欄

申請者が法人の場合、法人番号（行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律に規定する法人番号）を記入
※申請者が個人の場合は空欄

押印は不要

法人の種類を表す文字については（株）など
略号を用いて記入

姓と名の間は1カラム空けて記入

【項番12】によって表される市区町村名に続く
ところから記入
丁目・番・号は「－」ハイフンを用いて記入

局番との間は「－」ハイフンを用い、
左詰めで記入

不要なものを消す



審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

（一財）建設業情報管理センター

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。次に記載すること。

連絡先

所属等 経理課 氏名   埼　玉　次　郎　 電話番号 ０４８－８３０－５１８３
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基準決算を選択：審査基準日の純資産合計（貸借対照表（様式第15号））を記入

２期平均を選択：審査基準日の純資産合計と直前の審査基準日の純資産合計の平均値を記入

（経営状況分析（Ｙ）を連結決算で受けている場合においても、このカラムは単独決算の数値を記入）

（千円未満切り捨て）

利益額の２期平均を記入（千円未満切り捨て）

技術職員名簿に記載された技術職員の合計数
経営状況分析（Ｙ）の参考値に記載されている営業利益、減価償却実施額を記入

ただし、連結決算、決算期変更、合併・会社分割等で決算期が１２か月に満たない場合

等の「利益額」は完成工事高と同じ方法で”換算”して算出

・営業利益は損益計算書の（様式第１６号）の科目”営

業利益”から記入

・減価償却実施額は法人税申告書別表１６（１）、（２）

等から記入

（経営状況分析（Ｙ）を連結決算で受けている場合にお

いても、このカラムは単独決算の数値を記入）経営状況分析（Ｙ）に記載されている登録
経営状況分析機関の登録番号、名称を
記入

金額を記入する場合の注意事項

・千円単位(千円未満の端数切捨て）で右詰めで記入し、

空位のカラムは空白とすること

・マイナスは「－」を記入し、「△」等とはしないこと

申請内容に係る質問等に対応できる者（代理申請の
場合は代理人）の所属・氏名・電話・FAX番号を記入


